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令和7年度　八幡市国民健康保険の概要

　令和7年度は、医療DX（デジタル・トランスフォーメーション）の基盤となるマイナ保険証を基本と

する仕組みへの移行が進み、12月2日をもって従来の健康保険証の取扱いが終了し、マイナ保

険証または資格確認書による資格確認が基本となりました。被保険者が安心して医療を受けら

れるよう、制度変更の周知や資格確認書等の円滑な交付など必要な対応を行うとともに、マイナ

保険証の利用促進に取り組みました。また、医療費の適正化と被保険者の健康の保持・増進を

図るため、レセプトデータや特定健診データ等を活用した「データヘルス計画」に基づき、生活習

慣病対策や重症化予防などの保健事業を引き続き実施し、医療費の増加抑制と健康寿命の延

伸に向けた取組を進めました。

　令和7年度の八幡市国民健康保険特別会計の決算は、歳入総額70億4,206万5千円、歳出総

額70億2,827万2千円で1,379万3千円の剰余金が生じました。

　歳入面では、前年度比で保険料収入が現年分で1,853万2千円の増収、過年分で306万1千円

の増収となり、合計で2,159万3千円の増収となりました。収納率は、現年分で93.04％、前年度比

-0.68％、過年度分で30.91％、前年度比-0.58％となっています。また、被保険者数の減少等に

伴い保険給付費も減少しており、保険給付費に係る普通交付金は6,594万9千円の減収となり、

歳入全体では前年度と比べ36万2千円増加となりました。

　歳出面では、被保険者の減少に伴い療養諸費等が減少しており、保険給付費全体では前年

度比6,884万円の減となりました。また、国民健康保険事業費納付金においては6,596万3千円の

増となり、歳出全体では前年度と比べ216万3千円増加となりました。

　令和7年度当初は、保険料率抑制で財源不足となる1億3千万円を財政調整基金から繰り入れ

る予定をしていましたが、保険給付費等の歳出の減少により結果的には7,400万円の繰り入れで

決算に至りました。

　少子高齢化の進展や被用者保険の適用拡大等に伴う被保険者数の減少により、国保財政の

厳しい運営が今後も続くものと見込まれます。引き続き着実な資格・賦課の適正化や保健事業を

推進し、被保険者の負担軽減や健康増進に取り組んでまいります。また、保険料収納率の向上

等の既存事業に取り組むとともに、保険者として適正な国民健康保険運営に努めてまいります。
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１． 市内医療機関 （年度末現在）

２． 加入状況
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イ． 被保険者数（第２号被保険者再掲含む）
（単位：人）

ウ． 資格取得・喪失事由別内訳 （単位：人）
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エ． 月別世帯数及び被保険者数の異動状況
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　国民健康保険は、職場の健康保険に加入している人や後期高齢者医療保険制度に加入している人、生活保護を

受けている人などを除くすべての人が加入する医療保険制度です。

　少子高齢化の進展や被用者保険の適用拡大等に伴い、令和7年4月当初では9,091世帯、13,145人であったもの

が、令和8年3月末日では8,831世帯、12,591人と、1年間で260世帯、554人の減少となりました。

　被保険者数は年間平均12,917人で前年度（13,648人）より731人（5.4％）減少となりました。

　資格取得の事由別では「社会保険の離脱」によるものが全体の64.5％と最も多く、次いで「転入」によるものが

26.9％となっております。また、資格喪失の事由別では「社会保険の加入」によるものが全体の38.6％と最も多く、次

いで「後期高齢者医療制度への加入」によるものが29.8％となっています。
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３． 年度別・月別保険給付状況
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（単位：円）

16,429,103 810 51,559,620

18,437 484,848,297 358,079,656 109,376,045 17,392,596 860 61,878,378

16,720 446,063,460 328,850,192 101,615,320 15,597,948 894 57,319,124
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４． 療養の給付緒率

※各数値は所定の桁数で四捨五入して表示しているため、合計欄の数値と各数値の合計が一致
しない場合があります。
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6年度

7年度

7年度

対前年比(%)

6年度

32,519

99.04
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100.86
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費　用　額
　　　（円）

1件当たり
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費　用　額
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1日当たり
費　用　額
　　　（円）

※調剤のみ1枚
当たり費用額（円）

6年度

95.65

11,467

105.18

対前年比(%)

6年度

7年度

対前年比(%)

104.31

103.65 110.61

15,760

99.37 98.33

12,68454,047

8,512

659,300

1.49

14,992

99.37

16,577

13.19

149,860

102.17 102.97 109.29

13,898

11,72552,146

入院外 歯　科
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５． 総医療費に対する種別割合

６． 総医療費に対する負担割合

％

35.58

　年間の医療費総額は56億2,589万5千円で、昨年度の57億856万3千円に比べて8,266万8千円減少しています。

　また、年間の医療費総額を種別毎に見ると、入院35.58％、入院外34.41％、歯科7.47％、その他22.54％となって

います。

他方負担額 201,513,072 3.58

合　　　計 5,625,895,092 100.00

保険者負担額 4,147,288,026 73.72

被用者負担額 1,277,093,994 22.70

負　担　区　分 費　　用　　額 割　合

円 ％

100.00

68,125,608

5,625,895,092

入　　院　　外

2,001,528,520

円

歯　　　　　　科

調　　　　　　剤

7.47

17.51

1,935,739,013 34.41

合　　　計

1.21

療　養　費　等

985,421,101

2.59

入　　　　　　院

145,589,630

種　　　　　　別 費　　用　　額 割　合

420,050,710

69,440,510

食事療養費分

訪　問　看　護

1.23
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７． 高額療養費支給決定状況

８． 地方単独事業に係る福祉医療費の状況

※令和6年度以降の子育て支援医療については、国庫負担金等の減額調整措置の廃止に伴い空欄としています。

高額介護合算療養費

143,447,876

25 354,582

103,424,5959,697652,301,763

老　人　医　療

件

8,216617,290,347

9,411

費　用　額

重度心身障害者医療

302,951,240

83,076,186

-7,633

円 件

件

子育て支援医療

25 433,186

金　　額
円

19 307,813

ひとり親家庭医療

円

-

高額療養費

件

６年度

７年度

11,468

646,071,893

647,830,763

件数

10,942

10,327

678,694,804５年度

区　分
件数高額療養費金　　額

費　用　額

104,108,573

円

264,872,384

５年度

件数
円

13,527

13,824

677,333,93113,933

費　用　額

７年度 7,172

件数

249,435,830

件数
件

9,366

件数

15,175

62,732

59,182

-

-

費　用　額

１件当たり

円円

59,045

区　分

６年度

件

－8－



９． 診療報酬明細書点検実施状況

ア． 被保険者数等の状況

イ． 資格・内容点検の状況

ウ． 給付発生原因の点検結果の状況

エ． 財政効果

円

37,250,163

5年度

7年度 240

7年度

897

836

12,536,705

146 2,502,620 483

第　三　者　行　為　等 小　　　　　　　計

345

25,862,4817年度

区　分

814

枚 円

12,917

13,648

人

枚

13,897,539

15,888,912

20,504,087

被保険者数
（年間平均）

219,769

311,541

枚　　　数 金　　　額

18,920

1,600

4,158,106,420

4,096,537,313

枚　数

被　保　険　者

１人当たり金額

6年度

7年度 207,361

4,550,054,539234,369 19,414

診 療 報 酬 保 険 者 負 担 総 額
区　分

14,605

枚 円

5年度

１枚当たり金額

0.63

2,729

円

2,002

診 療 報 酬 保 険 者 負 担

円
金　　　　額金　　　　額 枚　数

2,826,581

19,910,814

6年度

枚

25,383,125

円

内容関係の点検によるもの

4,879,038

8,824,546

6,013,275

24,713,458

304,668

317,143

枚　数 ①　金　　　　額

円

19,756

807

1,013

786

％

35,232,215 0.772,412

（　①　+　②　）

0.90

枚　数 金　　　　額 枚　数 金　　　　額 枚　数 ②　金　　　　額
円

9,849,090

6年度 189

円

361

レ　セ　プ　ト

区　分

2,382,585 172 10,154,120

資格関係の点検によるもの 小　　　　　　　計

合　　　　　　　計

不　　当　　利　　得

1,704

円

105 3,125,086

1,849

区　分

5,951,667

5年度 337 7,346,470

5年度

6年度

に 対 す る 財 政 効 果 率

枚円 枚

被 保 険 者 １ 人 当 た り

の 財 政 効 果 額

枚

－9－



10． 経理状況

※　１人当たりの額の（　）は該当被保険者数で除し、その他は国保全被保険者数で除したもの。

0.0 34

0

療 養 給 付 費

計

149,490,693

医 療 給 付 費 分

1,305

0.0

0.2

384,816

1,305

-    

7,594,140

838

69.0

4,164,588,262

443,701,165 6.3

59.3

計

災 害 臨 時 特 例 補 助 金
国 民 健 康 保 険 事 業 費 補 助 金

558,198

公 債 費

5,957

(34,201)

-    

16,445,670

4,845,223,554

後期高齢者支援金分

113,066

区分

積 立 金

7,237

0.0 -    

91,119,089

そ の 他 の 支 出

0.2 1,306

0

1,003

-    

100.0

計

16,435,000

0

0.0

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

75,000,000

出 産 育 児 諸 費

0.0

0.1 603

0.0

保 健 事 業 費 1.3

円 74,212
項　　　　　　　　目 １人当たりの額割　　合決　　算　　額

107,662,146 (24,631)

円％

26,290

934,398,737 13.3

4.7

特
別
交
付
金

保険者努力支援分

特定健康診査等負担金

0.4

計

16,425,000

4,784,200,000普 通 交 付 金

0.0使　　用　　料　　及　　び　　手　　数　　料

0.5

(10,000)

府
支
出
金

傷 病 手 当 金 728,713

療 養 費

高 額 療 養 費 647,830,763 9.2 51,452
高 額 介 護 合 算 療 養 費

4,101,105,771

総　　　　　　　務　　　　　　　費

0.0

12,283,449

433,186

高
額
療
養
費

等
交
付
金

保
険
給
付
費

一 般 会 計 繰 入 金

国庫
支出金

2.1

10,546,960

35,240

0.7

5,281

50,853,025

計

58

0移 送 費

4,039

円

1,037,000

合　　　　　　　　　　計 7,028,271,998

4,943,317,000

620,943,930

0.0

繰 越 金 0

68.0

一 般 被 保 険 者 分

項　　　　　　　　目 決　　算　　額

前 年 度 繰 上 充 用 金

160,178

1,423,615,539 20.3

330,759

976

559,294

51,486

100.0

648,263,949

区分

審 査 支 払 手 数 料

そ の 他 の 収 入
7,042,064,931

保
　
険
　
給
　
付
　
費

療
養
諸
費

葬 祭 諸 費

計

国民健康
保険事業
費納付金

66,490,818

医 療

支 援

介 護

4,650,000

0.9

１人当たりの額

325,717

19,038,000

精 神 ・ 結 核 医 療 付 加 金

58.4

12,629,466

円

0.0

9.2

0.2

0.2

8.8

331,019,880

計

5,749

21

392,607
健 康 増 進 事 業 費 補 助 金

府繰入金（２号分） 72,388,000

379,970

3,009

0.3

1.0

1.5

109,053

80

49,316

合　　　　　　　　　　計

％

2,016,807,397
介 護 納 付 金 分

0.1 369

割　　合

基 金 繰 入 金

37,885,000

29,547,000

1,373,080,763

1,004,789

19.5

0.2

70.2

259,000

1.1

特別調整交付金分

0.2

保険
料

（税）

10,000

1,512

28.7

2,347
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※収納額は還付未済金を含む。

93.27円

198,746,111

1,409,703,810

  歳入総額は70億4,206万5千円で、昨年度の70億4,170万円3千円と比べて36万2千円増加しました。

また歳出総額は70億2,827万2千円で、昨年度の70億2,610万9千円と比べて216万円3千円増加しています。

　主な内容としては、歳入では保険料が全体で2,159万3千円増加し、保険給付費等交付金（普通交付金）が6,594

万9千円減少しています。

　歳出では、国民健康保険事業費納付金が6,596万3千円増加しましたが、保健事業費が950万6千円減少し、保険

給付費についても全体で6,884万円減少しました。

円
338,793,200

90.66

医 療 給 付 費 分 30.89
93.04

960,059,400一 般 被 保 険 者

小　　　　計

一 般 被 保 険 者
後期高齢者支援金分

〃

38,964,875

29.59

315,704,650 93.19
％

7,161,11024,199,660

126,157,462

1,373,080,763

〃 100,501,036

介 護 納 付 金 分〃

85.37

後期高齢者支援金分

介 護 納 付 金 分

31.65

1,311,639,548

15,315,230

1,608,449,921

調　　定　　額

〃 48,388,989

区　　　　　　　　　　　　　分

小　　　　計
110,851,210

合　　　　　　　　　　　　　計
30.91

895,433,862

61,441,215

医 療 給 付 費 分
収　納　率収　　納　　額

滞納繰越分

現年賦課分

保険料（税）

19.5%

国庫支出金

0.2%

府支出金

70.2%

一般会計

繰入金 8.8%

基金繰入金

1.1%
その他の収入

0.2%

歳入総額
7,042,064,931円

総務費

0.9%

保険給付費

69.0%

国民健康

保険事業費

納付金

28.7%

保健事業費

1.3%

その他の支出

0.1%

歳出総額
7,028,271,998円
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１１． 保険料の状況

ア．　保険料率の推移

％

イ．　標準保険料率の推移

％

ウ．　料額の推移（現年賦課分）

17,294 6,993 6,158 6,124 22,236 6,955

2.78

円 円 円 円 円

24,009 9,599 11,634 27,540 9,502 12,348 27,121 10,967 12,545 12,464 35,476 11,097

5,801

11,772

2.84 2.82 7.64 2.74 3.00 7.38

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

16,104 6,439 5,802 17,823 6,149 6,139

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

6.85 2.97 9.63 3.06

円 円 円 円 円 円

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度
医療分 支援分 介護分 医療分 支援分 介護分 医療分 支援分 介護分 介護分 医療分 支援分 介護分

万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

63 19 17 65 20 17 65 22 17 17 66 26 17

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

16,432 6,435 5,583 17,314 6,149 5,605 17,311 6,360 5,605 6,124 20,372 6,955

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

24,469 9,551 11,121 24,963 9,502 11,171 25,368 9,869 11,171 12,464 31,931 11,097

支援分 介護分 医療分 支援分 介護分 医療分 支援分 介護分 介護分 医療分 支援分 介護分

％ ％

5,801

2.78

11,772

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

7.06 2.82 2.70 7.12 2.74 7.89 3.26 2.97 8.76 3.06

保 険 料 （ 税 ）

被 保 険 者

調 定 額

1,409,703,810

1,297,507,4405

6

3

7

1,402,334,100

【平等割】
一世帯
当　り

156,304

7.18 2.82 2.89

％
132,421

131,847

86,569

88,840

4年度

【平等割】
一世帯
当　り

【区分】
賦課基準

109,136

円 円 円

147,440 101,095

5年度 6年度 7年度

2.89

3.09 2.93

一 人 当 り

94.68

94.66

93.04

94,747 93.72

円

一 人 当 り

収 納 額

医療分

調 定 額

医療分

【所得割】
所得割
基礎額

【均等割】
被保険者
１人当り

　　区分

年度

81,961

84,095

101,544

3年度【区分】
賦課基準

賦　課
限度額

1,379,744,590

4

一 世 帯 当 り 被 保 険 者

19,703

調　　定　　額

支援分

収 納 率

83,406 94.34

％

28,386 11,612

％

円

18,507 7,286

円 円

8.59 3.26

1,371,305,610 133,344 88,409

円 円

【所得割】
所得割
基礎額

【均等割】
被保険者
１人当り

医療分 支援分

％ ％

円

7,286

円 円

65 24

31,404 11,612
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被保険者１人当り調定額 収納率被保険者１人当り収納額

　「イ．標準保険料率」とは、京都府が府内全体の医療費の推計値から市町村ごとに算出される標準的な保険料率

です。「ア．保険料率」とは、「イ．標準保険料率」に基づき、八幡市が設定した実際の保険料率です。

　一人当り調定額は109,136円で、昨年度の101,095円と比べて7.95％増加しました。また、一人当り収納額も

101,544円で、昨年度の94,747円と比べて7.17％増加しましたが、収納率は93.04％で昨年度の93.72％より0.68％

の減少となりました。

81,961円
83,406円 84,095円

94,747円

109,136円

94.68%
94.34% 94.66%

93.72%
93.04%

60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100

5

15

25

35

45

55

65

75

85

95

105

115

125

135

3 4 5 6 7

88,840円

101,544円

88,409円

（千円）

（年度）

（％）

101,095円

86,569円
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１２． 特定健康診査・特定保健指導

ア．　特定健康診査受診率

イ．　特定保健指導実施率

36.4%

八幡市

京都府 33.3%

全国

47.2%

33.5%

38.2%

2年度

6年度

23.0%

30.0%全国

29.2%

24.4%

27.9% 29.1%

4年度

36.0%

28.8%

39.6%

28.8%

37.5%

48.2%

八幡市

3年度

京都府

37.7%

4年度

38.8%

44.6%

49.1%

23.6% 24.2% 24.0%

27.9%

3年度 5年度 6年度

51.2%

34.5%

5年度

33.7%

45.2%

31.0%

2年度

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

2 3 4 5 6

八幡

市
国

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

2 3 4 5 6

八幡

市
国
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１３． 年度別決算状況
（単位：円）

事務費等繰入金

保険基盤安定繰入金

出産育児一時繰入金

財政支援繰入金

事務費等繰入金

保険基盤安定繰入金

出産育児一時繰入金

財政支援繰入金

未就学児均等割保険料繰入金

事務費等繰入金

保険基盤安定繰入金

出産育児一時繰入金

財政支援繰入金

未就学児均等割保険料繰入金

事務費等繰入金

保険基盤安定繰入金

出産育児一時繰入金

財政支援繰入金

未就学児均等割保険料繰入金

事務費等繰入金

保険基盤安定繰入金

出産育児一時繰入金

財政支援繰入金

未就学児均等割保険料繰入金

8,365,539

7,026,109,172

産前産後保険料免除繰入金

701,358

13,698,667

備　　　　　　　　　　　考

92,005,000

産前産後保険料免除繰入金

13,152,000

3,613,016

1,071,430

7,591,108,999

7,525,959,114 123,366,548

産前産後保険料免除繰入金

3,543,310

436,390,152

15,600,000

98,783,000

差　　　　引

3,676,328

7,426,169,734

7,041,702,714 15,593,542

令 和 7 年 度

区　　　分

令 和 3 年 度 7,649,325,662

45,911,078

3,617,977

歳　　　　入

令 和 6 年 度

令 和 5 年 度

48,045,597

426,816,038

93,705,000

121,826

43,289,663

441,830,285

令 和 4 年 度

7,042,064,931 7,028,271,998 13,792,933

7,599,474,538

7,417,338,503

10,610,667

95,219,000

95,683,000

8,831,231

10,960,000

461,233,992

46,497,581

465,033,591

歳　　　　出

48,310,641
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１４． 単年度収支の状況

１５． 国民健康保険財政調整基金の状況

繰
　
入
　
金

269,006

0

0

3,470Ｆ

A＋B－C－D－E－F－G＋H＋I－J

－K＋L＋M

Ｍ

412

0

0

0

0

超 過 収 入

不 足 額

返 還 金

過 年 度 収 入

1,718

Ｉ

Ｇ 412

0

637

1,615

0

0

54

0

1,371

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
  区　分

0

基 金

一 般 会 計

過 年 度 収 入

超 過 収 入

不 足 額 0

0

75,000

1,779Ｅ

Ｃ

前 年 度 繰 上 充 用 金

75,000

352,433

Ｄ

前 年 度 の 繰 越 金

Ｊ

637

92,000

8,366123,367

0

0

8,831

0

0

Ｂ

117,706

減

療
養
給
付
費
交
付
金

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

8,573

0

Ａ

増

Ｌ

Ｋ

返 還 金

単　年　度　収　支

基金保有額（年度末時点）

△ 85,518

0

123,570

92,000

303,863

差 引 残 高

3

116,577

0

0

0

0

Ｈ

0

0

△ 68,577

0
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前年度からの繰越金

国民健康保険財政調整基金からの繰入

その年度で収入超過となったもの

その年度で収入超過となったもの

収支

その年度で収入すべきものが未収となったもの

（単位：千円）

0

1,371

0

47,000

1,551

0

0

前年度で収入超過となったものを返還するもの

9,006

47,000

1,437

231,012

基金に積み立てたもの

基金から取り崩したもの

残高

4,294

0

0

0

その年度で支払いすべきものを翌年度から繰上げ
て充用したもの

一般会計からの繰入のうち財源補てんしたもの
（法定外繰入）

13,793

0

0

前年度で収入すべきものを翌年度の収入としたもの

その年度で収入すべきものが未収となったもの

前年度で収入超過となったものを返還するもの

0

4,294

6 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

その年度の形式収支15,594

0

75,000

7

前年度で収入すべきものを翌年度の収入としたもの

0

0

0

△ 65,526

0

△ 35,880

7,176

75,000

172,643

0

16,631
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１． 国保事業の変革

昭和36年 4月 世帯主７割、家族５割給付により事業開始

助産費1,000円、育児手当1,200円、葬祭費2,000円

昭和37年 2月 清水井に診療所を竣工し、眼科の診療を開始

昭和37年 4月 助産費2,200円に引上げ　　育児手当廃止

保健婦１名配置

診療所で耳鼻咽喉科の診療を開始

昭和38年 4月 準世帯主７割給付実施

低所得者に対して、保険税の軽減を実施

昭和38年10月 結核予防法第３４条承認１０割給付

昭和41年 4月 精神衛生法第３２条承認１０割給付

保険税率平均13.2%引上げ

昭和42年 1月 家族７割給付実施

昭和43年 4月 生後６ヵ月未満乳幼児１０割給付

昭和44年 5月 ８５歳以上老人１０割給付

昭和44年 9月 助産費10,000円に引上げ

昭和45年 4月 保健婦２名に増員

昭和45年10月 ８０歳以上老人１０割給付

昭和46年 4月 ７５歳以上老人１０割給付

保健婦３名に増員

保険税最高限度額80,000円に引上げ

昭和47年 4月 ７０歳以上老人１０割給付

保健婦４名に増員

昭和48年 1月 ６５歳以上老人１０割給付

昭和48年 4月 保健婦５名に増員

１歳未満児１０割給付（６ヵ月間国保、６ヵ月間一般福祉サイド）

母子家庭で１５歳未満の者１０割給付

知的障害者１０割給付

保険税率平均20.7%引上げ

昭和49年 4月 保健婦６名に増員

助産費20,000円に引上げ

保険税率平均12.3%引上げ

保険税最高限度額120,000円に引上げ

昭和49年10月 高額療養費の給付開始（任意給付　　自己負担限度額30,000円）

昭和50年 4月 助産費40,000円に引上げ

身体障害者３級を有し、かつ知的障害者１０割給付

保険税率平均15.9%引上げ

昭和51年 8月 外国人登録法に基づき、登録されているすべての外国人を被保険者とする

高額療養費支給制度が法定給付となる

国保事業参考資料（関連事業を含む）
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昭和52年 4月 保健婦７名に増員

葬祭費10,000円に引上げ

保険税率平均24.0%引上げ

保険税最高限度額170,000円に引上げ

擬制世帯主に対する保険税賦課制度廃止

一部異動の月割賦課開始

昭和52年 7月 身体障害者３級まで１０割給付

知的障害者１０割給付

母子家庭で高卒の年令に達するまでの者１０割給付

昭和52年10月 助産費60,000円に引上げ

昭和52年11月 市制施行に伴い、八幡市国民健康保険として事業を開始

昭和53年 4月 高額医療費貸付制度を実施

保険税最高限度額190,000円に引上げ

昭和53年 7月 子が高卒の年令に達するまでの母子家庭の母１０割給付

父子家庭で高卒の年令に達するまでの者とその父１０割給付

遺児で高卒の年令に達するまでの者は１０割給付

昭和53年12月 清水井の診療所廃止

市役所庁舎敷地西北の保健センター内に診療所を開設し、診療開始

昭和54年 4月 保険税最高限度額220,000円に引上げ

昭和54年12月 助産費80,000円に引上げ

昭和55年 4月 保険税最高限度額240,000円に引上げ

昭和56年 4月 中高齢者の疾病早期発見対策として４０歳から６４歳の被保険者を対象に健康診査

を実施

保険税最高限度額260,000円に引上げ

保険税率平均18.7%引上げ

昭和57年 3月 助産費100,000円に引上げ

昭和57年 4月 保険税最高限度額270,000円に引上げ

昭和57年 9月 高額療養費自己負担限度額45,000円に引上げ

（低所得者、７０歳以上の老人、６５～６９歳のねたきり老人は39,000円に据え置く）

昭和58年 1月 高額療養費自己負担限度額51,000円に引上げ

（低所得者、７０歳以上の老人、６５～６９歳のねたきり老人は39,000円に据え置く）

昭和58年 4月 保険税最高限度額280,000円に引上げ

昭和59年 4月 保険税最高限度額330,000円に引上げ
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昭和59年10月 退職者医療制度施行

給付割合は、退職被保険者本人が入院、外来とも８割

被扶養者は入院８割、外来７割

高額療養費制度改正

高額療養費自己負担額51,000円は据え置く

低所得者は、30,000円に引下げ

高額療養費支給対象

（世帯合算）１世帯で１ヵ月30,000円（低所得者は21,000円）以上の自己負担

額を２回以上支払った場合合算する

（１年間４回以上高額療養費自己負担額を支払った場合）

４回以降からは自己負担額が30,000円（低所得者は21,000円）を超えた分につ

いては国保が負担する

（特定疾病療養費）長期間高額な治療の必要なもの（血友病、人工透析を必要

とする慢性じん不全）については、自己負担額が10,000円を超えた時は、その

超えた分は国保が負担する

昭和60年 2月 高額療養費の委任払いの取扱い実施

昭和60年 4月 保険税最高限度額350,000円に引上げ

保険税率平均19.7%引上げ

昭和61年 3月 助産費130,000円に引上げ

昭和61年 5月 高額療養費自己負担額54,000円に引上げ

（世帯合算・多数該当・特定疾病分については据え置く）

昭和62年 1月 老人保健法改正

昭和62年 4月 保険税最高限度額370,000円に引上げ

保険税率平均8.4%引上げ

昭和63年 4月 保険税最高限度額390,000円に引上げ

保険税率平均16.1%引上げ

平成元年 4月 保険税最高限度額410,000円に引上げ

保険税率平均3.0%引上げ

平成 2年 4月 保険税最高限度額420,000円に引上げ

平成 3年 4月 保険税最高限度額430,000円に引上げ

保険税率平均1.0%引上げ

平成 3年 5月 高額療養費限度額60,000円に引上げ

低所得者33,600円に引上げ

多数該当34,800円に引上げ

平成 3年 7月 ３０歳以上の被保険者を対象に半日人間ドック補助事業開始

平成 4年 4月 助産費240,000円に引上げ

葬祭費30,000円に引上げ

保険税最高限度額440,000円に引上げ

平成 5年 4月 保険税最高限度額460,000円に引上げ

保険税率平均3.1%引上げ

平成 5年 5月 高額療養費限度額63,000円に引上げ

低所得者35,400円に引上げ

多数該当37,200円に引上げ
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平成 5年10月 生後６ヵ月未満乳幼児１０割給付廃止

乳幼児医療助成事業開始

（生後２歳に達する日に属する月末までの間の乳幼児で一部負担金月額200円）

平成 6年 4月 保険税最高限度額480,000円に引上げ

保険税率平均2.5%引上げ

平成 6年10月 助産費を廃止し、出産育児一時金を創設し、300,000円に引上げ

入院時食事療養費の導入

（１日当たりの負担額）標準負担600円・減額認定証交付者450円

　　　　　　　　　　　　　　 長期該当者300円・老齢福祉年金受給者200円

平成 7年 7月 精神・結核医療が公費優先から保険優先に改正

平成 8年 4月 保険税最高限度額500,000円に引上げ

保険税率平均3.0%引上げ

資産割を廃止

葬祭費50,000円に引上げ

平成 8年 6月 高額療養費限度額63,600円に引上げ

平成 8年10月 入院時食事療養費（１日当たりの負担額）を標準負担760円・減額認定証

交付者650円・長期該当者500円・老齢福祉年金受給者300円に引上げ

平成 9年 9月 1日 薬剤費の一部負担金の導入（６歳未満の小児は除く）

（投薬ごとに）内服薬（１日）１種類０円・２～３種類３０円・４～５種類６０円

                    外用薬１種類５０円・２種類100円・３種類以上150円

                    頓服薬１種類１０円

平成10年 4月 1日 保険税最高限度額520,000円に引上げ

保険税率平均5.8%引上げ

平成11年 1月 1日 乳幼児医療助成事業該当者年齢を生後３歳に達する日に属する月末までに

引上げ

平成12年 4月 1日 介護納付金分課税

平成13年 1月 1日 海外療養費創設

入院時食事療養費（１日当たりの標準負担額）780円に引上げ

高額療養費自己負担額の改正

老人に係る一部負担金の改正

老健薬剤一部負担金の廃止

平成14年 4月 1日 保険税率（医療分）平均2.0%引下げ

保険税率（介護分）平均21.0%引上げ

平成14年 7月 1日 ３０歳以上の被保険者を対象に脳ドック補助事業開始

平成14年10月 1日 ３歳未満の乳幼児の一部負担金の改正

一般被保険者の７０歳以上の一部負担金の改正

高額療養費限度額の改正

一般　　　      72,300円＋医療費が361,500円を超えた場合は、超えた分の

                    １％を加算

上位所得者　139,800円＋医療費が699,000円を超えた場合は、超えた分の

                    １％を加算

老人保健法改正
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平成15年 4月 1日 退職者医療制度に係る一部負担金の改正

高額療養費の自己負担限度額の一部改正

薬剤費の一部負担金廃止

乳幼児医療を就学前まで拡大

介護納付金分課税限度額80,000円に引上げ

平成16年10月 1日 乳幼児の市制度による一部負担金の改正（満３歳児）

子育て支援医療助成事業を一般施策実施

平成17年 4月 1日 保険税最高限度額530,000円に引上げ

保険税率（医療分）平均1.5%引上げ

保険税率（介護分）平均51.9%引上げ

平成18年 4月 1日 国民健康保険税から国民健康保険料へ移行

介護納付金分賦課限度額90,000円に引上げ

保険料率（医療分）平均8.8%引上げ

保険料率（介護分）平均21.1%引上げ

平成18年10月 1日 現役並み所得を有する高齢者の患者負担の見直し（２割→３割）

療養病床に入院する高齢者の食費・居住費の見直し

保険財政共同安定化事業実施

出産育児一時金350,000円に引上げ

高額療養費限度額の改正

一般　　　      80,100円＋医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の

                    １％を加算

上位所得者　150,000円＋医療費が500,000円を超えた場合は、超えた分の

                    １％を加算

平成19年 4月 1日 ７０歳未満の入院の高額療養費の現物給付化

保険料最高限度額560,000円に引上げ

保険料率（医療分）平均4.5%引上げ

保険料率（介護分）平均3.6%引下げ

平成19年 9月 1日 子育て支援医療の一部負担金の改正

平成19年12月 1日 子育て支援医療（市制度）の一部負担金の改正

平成20年 4月 医療制度改革

後期高齢者医療制度創設

後期高齢者支援金等分賦課

特定健診・保健指導開始

退職医療制度６５歳までに改正

平成20年 7月 人間ドック補助事業の定員を拡大し脳ドック補助事業を廃止

平成20年10月 年金特別徴収開始

平成21年 1月 1日 出産育児一時金30,000円加算

（産科医療補償制度加入の医療機関等での出産に限定）

75歳到達月の高額療養費限度額の見直し

70歳以上現役並み所得者判定基準の見直し

平成21年 4月 1日 介護納付金分賦課限度額100,000円に引上げ

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の活用促進
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平成21年8月 高額介護合算療養費制度事務の本格化

平成21年 10月 1日 出産育児一時金の40,000円引上げ

（医療機関等への直接支払制度の実施）

平成22年 4月 1日 医療給付費分賦課限度額500,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額130,000円に引上げ

非自発的失業者に対する保険料の軽減措置の開始

平成23年 4月 1日 医療給付費分賦課限度額510,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額140,000円に引上げ

介護納付金分賦課限度額120,000円に引上げ

被保険者証を一人に１枚のカード化を実施

被保険者証の裏面に臓器提供意思表示欄を掲載

子育て支援医療費（通院分）の助成を小学校3年生まで拡大

平成23年10月 人間ドック補助事業の追加募集

平成24年 4月 1日 ７０歳未満の外来の高額療養費の現物給付化

平成24年 7月 子育て支援医療費（通院分）の助成を小学校卒業まで拡大

人間ドック補助事業の定員拡大

平成25年 4月 1日 保険料率（全体）4.64%引上げ

平成25年 7月 脳ドック補助事業を４０歳以上の被保険者を対象に再開

平成25年 10月 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用差額通知開始

平成26年 4月 1日 保険料率（全体）10.10%引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額160,000円に引上げ

介護納付金分賦課限度額140,000円に引上げ

人間ドック・脳ドック補助事業の定員拡大

70歳以上の高齢者の一部負担金割合の見直し（1割→2割）

平成26年 4月 1日 老人医療臨時特例事業により（昭和19年4月2日～昭和20年3月1日生まれの人）

一部負担金を助成（2割→1割）

平成27年 1月 1日 高額療養費限度額の改正（70歳未満）

上位所得者　　基礎控除後の総所得901万円超

                   　　252,600円＋医療費が842,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

上位所得者　　基礎控除後の総所得600万円超～901万円以下

                    　　167,400円＋医療費が558,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

一般　　　　　　 基礎控除後の総所得201万円超～600万円以下

      80,100円＋医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

一般　　　　　　 基礎控除後の総所得201万円以下

      57,600円
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平成27年 4月 1日 保険料率（全体）2.62%引上げ

医療給付費分賦課限度額520,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額170,000円に引上げ

介護納付金分賦課限度額160,000円に引上げ

人間ドック・脳ドック補助事業の定員拡大

退職者医療制度の経過措置廃止により新規適用終了

子育て支援医療費（通院分）の助成を中学校卒業まで拡大

老人医療臨時特例事業廃止により（昭和19年4月2日～昭和20年3月1日生まれの人）

一部負担金への助成を廃止（1割→2割）

老人医療助成制度の一部負担金割合の見直し（1割→2割）

平成27年 8月 1日 老人医療助成制度の所得制限の見直し

平成28年 4月 1日 保険料率（全体）2.75%引下げ

医療給付費分賦課限度額540,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額190,000円に引上げ

入院時食事代標準負担額360円に引き上げ

平成29年 4月 1日 保険料率（全体）1.34%引下げ

平成29年 8月 1日 高額療養費限度額の改正（70歳以上）

一般　 外来　　　14,000円 （年間限度額　　144,000円）

入院　　　57,600円

現役並み所得者　　　外来 57,600円

平成29年10月 1日 療養病床に入院する高齢者の食費・居住費の見直し

平成30年 4月 1日 国民健康保険広域化（都道府県化）の開始

保険料率（全体）5.25%引下げ

医療給付費分賦課限度額580,000円に引上げ

糖尿病性腎症重症化予防事業の開始

保険料滞納分徴収事務を京都地方税機構へ移管

入院時食事代標準負担額460円に引き上げ

平成30年 8月 1日 高額療養費限度額の改正（70歳以上）

現役並み所得者　住民税課税所得690万円以上　　

　　252,600円＋医療費が842,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

現役並み所得者　住民税課税所得380万円以上690万円未満　　

　　167,400円＋医療費が558,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

現役並み所得者　住民税課税所得145万円以上380万円未満　　

　　80,100円＋医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算

一般　 外来　　　18,000円

平成31年 4月 1日 医療給付費分賦課限度額610,000円に引上げ

応益割に係る旧被扶養者減免の減免期間の見直し

令和元年 9月 1日 子育て支援医療（府制度）の一部負担金の改正

令和2年 4月 1日 保険料率（全体）1.43%引下げ

医療給付費分賦課限度額630,000円に引上げ

介護納付金分賦課限度額170,000円に引上げ

令和2年 5月 1日 新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金の創設

高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施推進事業の開始
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令和3年 4月 1日 保険料率（全体）3.12%引下げ

オンライン資格確認導入に伴い、被保険者証に2桁の枝番を追加

令和3年 10月 1日 オンライン資格確認の開始

令和4年 4月 1日 保険料率（全体）0.82%引上げ

医療給付費分賦課限度額650,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額200,000円に引上げ

未就学児にかかる均等割額の減額措置の開始

令和5年 4月 1日 保険料率（全体）1.32%引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額220,000円に引上げ

出産育児一時金500,000円に引上げ（産科医療補償制度対象外：488,000円）

入院した被保険者に対する傷病手当金の支給制度の創設（市独自）

産前産後保険料免除制度の先行実施

人間ドック・脳ドック補助事業の対象年齢を30歳以上に拡充

子育て支援医療費（入院分）の助成を18歳（高校卒業）まで拡大

令和5年 9月 1日 子育て支援医療（府制度）の一部負担金の改正

令和6年 1月 1日 産前産後期間相当分にかかる保険料軽減制度の開始（市先行実施分を順次終了）

令和6年 4月 1日 退職者医療制度の廃止

保険料率（全体）10.19%引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額240,000円に引上げ

子育て支援医療費（通院分）の助成を18歳（高校卒業）まで拡大

令和6年12月 2日 従来の健康保険証に代わり資格確認書の交付開始

令和7年 4月 1日 保険料率（全体）4.79%引上げ

医療給付費分賦課限度額660,000円に引上げ

後期高齢者支援金分賦課限度額260,000円に引上げ

令和7年12月 2日 健康保険証の取扱い終了
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２． 医療費の動き

昭和36年 7月 1日 医療費改定　　12.5%引上げ

昭和36年12月 1日 医療費改定　　2.3%引上げ

昭和38年 9月 1日 医療費改定　　点数表乙（ニ）廃止、地域差撤廃

昭和40年 1月 1日 医療費改定　　9.5%引上げ

昭和40年11月 1日 薬価基準改正　　4.5%引下げ

医療費改定　　薬価改正の3.0%を技術料に振り分け

昭和42年10月 1日 薬価基準改正　　10.2%引下げ（薬剤費に対して）

昭和42年12月 1日 医療費改定　　医科7.68%、歯科12.65%引上げ

昭和44年 1月 1日 薬価基準改正　　5.6%引下げ（薬剤費に対して）

昭和45年 2月 1日 医療費改定　　医科8.77%、歯科7.73%引上げ

昭和45年 7月 1日 医療費改定　　医科0.97%引上げ

昭和45年 8月 1日 薬価基準改正　　3.0%引下げ（薬剤費に対して）

昭和47年 2月 1日 医療費改定　　医科、歯科とも13.7%、薬剤6.54%引上げ

薬価基準改正　　3.4%引下げ（薬剤費に対して）

昭和49年 2月 1日 医療費改定　　医科19.0%、歯科19.0%、薬剤8.5%引上げ

昭和49年10月 1日 医療費改定　　医科16.0%、歯科16.2%、薬剤6.6%引上げ

昭和50年 1月 1日 薬価基準改正　　1.6%引下げ（薬剤費に対して）

昭和51年 4月 1日 医療費改定　　医科9.0%、歯科4.9%引上げ

昭和51年 8月 1日 医療費改定　　歯科9.6%引上げ

昭和53年 2月 1日 医療費改定　　医科9.3%、歯科12.5%、薬剤1.6%引上げ

薬価基準改正　　5.8%引下げ（薬剤費に対して）

昭和56年 6月 1日 医療費改定　　医科8.4%、歯科5.9%、薬剤3.8%引上げ

薬価基準改正　　18.6%引下げ（薬剤費に対して）

昭和58年 1月 1日 薬価基準改正　　4.9%引下げ（薬剤費に対して）

昭和59年 3月 1日 医療費改定　　医科3.0%、歯科1.1%、薬剤1.0%引上げ

薬価基準改正　　16.6%引下げ（薬剤費に対して）

昭和60年 3月 1日 医療費改定　　医科3.5%、歯科2.5%、薬剤0.2%引上げ

薬価基準改正　　6.0%引下げ（薬剤費に対して）

昭和61年 4月 1日 医療費改定　　医科2.5%、歯科1.5%、薬剤0.3%引上げ

薬価基準改正　　5.1%引下げ（薬剤費に対して）

昭和63年 4月 1日 医療費改定　　医科3.8%、歯科1.7%、薬剤1.7%引上げ

薬価基準改正　　10.2%引下げ（薬剤費に対して）

昭和63年 6月 1日 医療費改定　　歯科1.0%引上げ

平成元年 4月 1日 医療費改定　　医科0.8%、歯科0.32%、薬剤1.5%引上げ

平成 2年 4月 1日 医療費改定　　医科4.0%、歯科1.4%、薬剤1.9%引上げ

薬価基準改正　　9.2%引下げ（薬剤費に対して）

平成 4年 4月 1日 医療費改定　　医科5.4%、歯科2.7%、薬剤1.9%引上げ

薬価基準改正　　8.1%引下げ（薬剤費に対して）

平成 6年 4月 1日 医療費改定　　医科5.2%、歯科2.3%、薬剤2.1%引上げ

薬価基準改正　　6.6%引下げ（薬剤費に対して）

平成 6年10月 1日 医療費改定　　医科1.7%、歯科0.2%、薬剤0.1%引上げ
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平成 8年 4月 1日 医療費改定　　医科3.6%、歯科2.2%、薬剤1.3%引上げ

薬価基準改正　　6.8%引下げ（薬剤費に対して）

平成 9年 4月 1日 医療費改定　　医科1.31%、歯科0.75%、薬剤1.15%引上げ

薬価基準改正　　4.4%引下げ（薬剤費に対して）

平成10年 4月 1日 医療費改定　　医科1.5%、歯科1.5%、薬剤0.7%引上げ

薬価基準改正　　9.7%引下げ（薬剤費に対して）

平成12年 4月 1日 医療費改定　　医科2.0%、歯科2.0%、調剤0.8%引上げ

薬価基準改正　　7.0%引下げ（薬剤費に対して）

平成14年 4月 1日 医療費改定　　医科1.3%、歯科1.3%、調剤1.3%引下げ

薬価基準改正　　6.3%引下げ（薬剤費に対して）

平成16年 4月 1日 医療費改定　　医科1.05%、歯科1.05%、調剤1.05%引下げ

薬価基準改正　　0.89%引下げ（薬剤費に対して）

平成18年 4月 1日 医療費改定　　医科3.16%、歯科3.16%、調剤3.16%引下げ

薬価基準改正　　1.80%引下げ（薬剤費に対して）

平成20年 4月 1日 医療費改定　　医科0.38%、歯科0.38%、調剤0.38%引上げ

薬価基準改正　　1.20%引下げ（薬剤費に対して）

平成22年 4月 1日 医療費改定　　医科1.74%、歯科2.09%、調剤0.52%引上げ

薬価基準改正　　1.36%引下げ（薬剤費に対して）

平成24年 4月 1日 医療費改定　　医科1.55%、歯科1.70%、調剤0.46%引上げ

薬価基準改正　　1.38%引下げ（薬剤費に対して）

平成26年 4月 1日 医療費改定　　医科0.82%、歯科0.99%、調剤0.22%引上げ

薬価基準改正　　0.63%引下げ（薬剤費に対して）

平成28年 4月 1日 医療費改定　　医科0.56%、歯科0.61%、調剤0.17%引上げ

薬価基準改正　　1.52%引下げ（薬剤費に対して）

平成30年 4月 1日 医療費改定　　医科0.63%、歯科0.69%、調剤0.19%引上げ

薬価基準改正　　1.74%引下げ（薬剤費に対して）

令和元年10月 1日 医療費改定　　医科0.48%、歯科0.57%、調剤0.12%引上げ

薬価基準改正　　0.48%引下げ（薬剤費に対して）

令和2年4月 1日 医療費改定　　医科0.53%、歯科0.59%、調剤0.16%、

　　　　　　　　　 救急病院における勤務医の働き方改革への特例対応0.08％引上げ

薬価基準改正　　1.01%引下げ（薬剤費に対して）

令和4年4月 1日 医療費改定　　医科0.26%、歯科0.29%、調剤0.08%引上げ

薬価基準改正　　1.37%引下げ（薬剤費に対して）

令和6年4月 1日 薬価基準改正　　1.00%引下げ（薬剤費に対して）

令和6年6月 1日 医療費改定　　医科0.52%、歯科0.57%、調剤0.16%引上げ
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３． 国民健康保険事務機構図　（令和7年4月1日現在）　※関係機関のみ抜粋
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４． 運営協議会

（１）　委員構成（13人）

ア、　被保険者を代表する委員 4人

イ、　保険医、保険薬剤師を代表する委員 4人

ウ、　公益を代表する委員 4人

エ、　被用者保険等保険者を代表する委員 1人

（２）　報　　　酬

ア、　会　　　長 年額 58,000円

イ、　委　　　員 年額 41,000円

（３）　開催状況 年2回

（４）　任　　　期 令和7年9月1日～令和10年8月31日

（５）　委員氏名

（令和7年9月1日現在）

医師

医師

歯科医師

薬剤師

◎ 京都府立大学名誉教授

○ 八幡市社会福祉協議会事務局長

八幡市民生児童委員協議会代表

元市職員

◎　会長　　　○　副会長

柏 本 修 介

保 険 医

薬 剤 師

代 表 委 員

代 表 委 員

保険者代表委員

氏　　　　　　名

市 岡 直 也

松 本 敏 嗣

本 澤 和 貴

被用者保険等

区　　　　分

松 田 克 也

濱 和 子

被 保 険 者

符 川 奈 美

小 沢 修 司

山 田 裕 子

代 表 委 員 橋 本 仁 子

公 益

八 木 正 行

杉 谷 義 彦

山 本 政 名

職　　　　　　　　　　　業

全国健康保険協会京都支部業務部
長
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